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中
小
企
業
の
多
く
は
、
株
主
と
経
営

者
（
役
員
）
が
同
族
関
係
者
で
占
め
ら

れ
る
同
族
会
社
で
す
。

そ
の
場
合
、
会
社
の
お
金
と
役
員
の

お
金
と
が
混
同
さ
れ
や
す
く
、
明
確
な

契
約
が
な
い
ま
ま
、
金
銭
の
貸
借
が
行

な
わ
れ
、
長
期
間
放
置
さ
れ
る
場
合
も

見
受
け
ら
れ
ま
す
。

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
場
合
に
は
、

金
銭
貸
借
の
実
態
の
有
無
、
適
正
な
利

息
の
授
受
の
有
無
、
相
続
税
の
課
税
価

格
の
計
算
な
ど
に
つ
い
て
、
税
務
上
問

題
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
り
、
後
々
の
税

務
調
査
の
際
に
思
わ
ぬ
課
税
処
分
を
被

る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

会
社
が
役
員
か
ら

借
入
を
行
な
う
場
合

⑴
　
利
息
の
取
扱
い

会
社
が
役
員
へ
利
息
を
支
払
う
場
合

（
図
表
1
）
に
は
、
役
員
が
受
け
取
っ

た
利
息
は
、
役
員
個
人
の
雑
所
得
と
さ

れ
ま
す
。
こ
の
場
合
、
そ
の
役
員
が
給

与
所
得
者
で
仮
に
利
息
の
金
額
が
年
間

20
万
円
以
下
で
あ
っ
て
も
、
確
定
申
告

が
必
要
と
さ
れ
ま
す
（
所
得
税
法
１
２

１
条
1
項
、
所
得
税
法
施
行
令
２
６
２

条
の
２
）。
一
方
、
支
払
う
会
社
側
で

は
、
支
払
利
息
と
し
て
損
金
算
入
が
認

め
ら
れ
ま
す
。

な
お
、
会
社
か
ら
役
員
へ
支
払
わ
れ

る
利
息
が
、
適
正
な
金
額
よ
り
も
高
額

で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
超
過
す
る
部

分
に
つ
い
て
は
、
役
員
給
与
と
み
な
さ

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

支
払
う
会
社
側
で
は
、
そ
の
支
払
い

が
毎
月
同
額
で
あ
れ
ば
、
役
員
給
与
と

し
て
損
金
算
入
が
認
め
ら
れ
得
る
も
の

の
、
臨
時
支
払
い
で
あ
る
場
合
に
は
、

損
金
算
入
が
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
に
な

り
ま
す
（
法
人
税
基
本
通
達
９
－
２
－

９
⑺
、
９
－
２
－
11
）。

さ
ら
に
、
定
期
同
額
で
あ
っ
て
も
、

本
来
の
報
酬
と
合
わ
せ
て
不
相
当
な
金

額
と
さ
れ
る
場
合
に
は
、
損
金
算
入
が

認
め
ら
れ
な
い
た
め
注
意
が
必
要
で
す

（
法
人
税
法
施
行
令
70
条
1
号
）。

こ
の
場
合
に
、
利
息
が
適
正
な
金
額

で
あ
る
か
否
か
は
、
後
述
す
る
会
社
か

ら
役
員
へ
貸
し
付
け
た
場
合
と
は
異
な

り
、
税
法
上
明
確
に
規
定
さ
れ
て
い
ま

せ
ん
が
、
基
本
的
に
こ
れ
と
同
様
に
考

え
る
べ
き
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

⑵
　
無
利
息
で
あ
る
場
合

役
員
が
会
社
か
ら
利
息
を
受
け
取
ら

な
い
場
合
に
は
、
後
述
す
る
会
社
が
貸

し
付
け
る
場
合
と
異
な
り
、
役
員
個
人

に
利
息
収
入
が
認
定
さ
れ
て
課
税
さ
れ

る
こ
と
は
、
原
則
と
し
て
は
な
い
と
さ

れ
て
い
ま
す
。
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な
ぜ
な
ら
ば
、
会
社
は
利
益
の
追
求

を
目
的
と
し
て
、
常
に
経
済
合
理
的
に

行
動
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
一
方
、

個
人
は
必
ず
し
も
利
益
追
求
の
み
を
目

的
と
す
る
も
の
で
は
な
く
、
実
際
に
収

入
す
べ
き
金
額
が
あ
る
場
合
に
の
み
課

税
さ
れ
る
の
が
原
則
と
さ
れ
る
た
め
で

す
（
所
得
税
法
36
条
1
項
）。

一
方
、
会
社
側
で
は
、
利
息
負
担
が

軽
減
さ
れ
る
部
分
に
つ
い
て
、
収
益
と

し
て
認
定
さ
れ
た
と
し
て
も
、
同
額
の

支
払
利
息
が
計
上
さ
れ
る
こ
と
で
、
所

得
は
発
生
せ
ず
、
課
税
上
の
問
題
は
生

じ
ま
せ
ん
。

以
上
は
原
則
で
す
が
、
課
税
上
弊
害

が
あ
る
と
し
て
﹁
同
族
会
社
等
の
行
為

又
は
計
算
の
否
認
等
﹂
規
定
（
所
得
税

法
１
５
７
条
）
が
適
用
さ
れ
役
員
に
利

息
の
認
定
課
税
が
行
な
わ
れ
た
ケ
ー
ス

が
あ
り
ま
す
の
で
注
意
が
必
要
で
す
。

こ
の
ケ
ー
ス
で
は
、
会
社
の
代
表
者

が
、
会
社
に
対
し
て
株
式
の
取
得
資
金

と
し
て
約
3
４
５
５
億
円
を
無
利
息
、

無
担
保
、
無
期
限
で
貸
し
付
け
て
い
た

こ
と
に
つ
い
て
、
約
５
０
０
億
円
の
雑

所
得
が
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
自
身
が
保

有
し
て
い
た
上
場
自
社
株
を
、
持
株
会

社
に
移
転
す
る
こ
と
で
、
配
当
所
得
に

か
か
る
税
負
担
を
減
少
さ
せ
な
が
ら
、

多
額
の
金
員
を
無
利
息
、
無
担
保
、
無

期
限
で
貸
し
付
け
て
い
た
た
め
、
異
例

な
課
税
処
分
が
な
さ
れ
ま
し
た
。

当
該
代
表
者
は
処
分
取
消
し
の
訴
訟

を
行
な
い
最
高
裁
ま
で
争
い
ま
し
た
が

敗
訴
が
確
定
し
て
い
ま
す
（﹁
平
和
事

件
﹂
東
京
地
裁
平
９
・
４
・
25
、
東
京

高
裁
平
11
・
５
・
31
、
最
高
裁
平
16
・

７
・
20
）。

⑶
　
相
続
税
上
の
問
題
点

役
員
が
会
社
に
対
し
て
貸
付
を
し
た

ま
ま
亡
く
な
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
貸

付
金
は
役
員
の
相
続
財
産
に
含
ま
れ
、

課
税
対
象
と
さ
れ
ま
す
。
貸
付
金
元
本

の
相
続
税
評
価
に
つ
い
て
は
﹁
そ
の
返

済
さ
れ
る
べ
き
金
額
﹂
と
さ
れ
た
う
え

で
、
民
事
再
生
法
な
ど
に
よ
る
手
続
き

の
開
始
が
決
定
し
た
場
合
の
ほ
か
、

﹁
そ
の
回
収
が
不
可
能
又
は
著
し
く
困

難
で
あ
る
と
見
込
ま
れ
る
と
き
﹂
は
、

そ
れ
ら
の
金
額
は
元
本
の
価
額
に
算
入

し
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
（
財
産
評
価

基
本
通
達
２
０
４
、
２
０
５
）。

よ
っ
て
、
回
収
可
能
性
の
判
定
が
、

貸
付
金
を
評
価
す
る
う
え
で
重
要
に
な

り
、
審
査
請
求
や
裁
判
で
争
わ
れ
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
の
で
、
注
意
が
必
要
で

す
（
国
税
不
服
審
判
所
平
14
・
２
・
26

裁
決
、
平
19
・
10
・
10
裁
決
等
）。

他
方
、
相
続
税
対
策
と
し
て
、
生
前

に
、
貸
付
金
を
会
社
に
対
し
て
現
物
出

資
す
る
デ
ッ
ト
・
エ
ク
イ
テ
ィ
・
ス
ワ

ッ
プ
（
D
E
S
）
が
行
な
わ
れ
る
こ
と

が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
貸
付
金
が
株

式
に
転
換
さ
れ
る
こ
と
で
相
続
税
評
価

額
が
圧
縮
で
き
る
場
合
が
あ
る
こ
と
を

利
用
し
た
節
税
対
策
で
す
。

し
か
し
、
会
社
側
で
債
務
免
除
益
が

認
定
さ
れ
思
わ
ぬ
課
税
が
生
じ
る
場
合

も
あ
り
ま
す
の
で
、
実
行
に
際
し
て
は

慎
重
な
検
討
が
必
要
で
す
（
東
京
地
裁

平
28
・
５
・
30
、
東
京
高
裁
令
１
・

８
・
21
）。

　⑷
　
税
務
署
の
見
方

役
員
か
ら
の
借
入
額
が
年
々
増
加
す

る
よ
う
な
会
社
の
場
合
、
役
員
報
酬
額

と
の
バ
ラ
ン
ス
か
ら
、
会
社
が
収
益
の

一
部
を
適
正
に
経
理
処
理
し
て
い
な

い
、
役
員
が
他
者
か
ら
贈
与
を
受
け
て

い
る
等
、
取
引
実
態
の
有
無
や
、
そ
の

資
金
の
出
所
に
疑
念
が
持
た
れ
る
場
合

が
あ
り
ま
す
。

　⑸
　
金
融
機
関
の
見
方

役
員
か
ら
の
借
入
金
は
、
会
社
に
と

っ
て
負
債
で
す
が
、
金
融
機
関
の
取
扱

い
に
お
い
て
は
、
役
員
が
返
済
を
要
求

す
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
る
場

合
を
除
い
て
、
自
己
資
本
相
当
額
に
加

味
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
ま

す
（
金
融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
別
冊
〔
中

小
企
業
融
資
編
〕）。

　会
社
が
役
員
へ
貸
付
を

行
な
う
場
合

⑴
　
利
息
の
取
扱
い

会
社
が
役
員
に
対
し
て
貸
付
を
行
な

う
場
合
に
は
、
適
正
な
利
息
を
徴
収
す

る
こ
と
が
必
要
で
す
。
会
社
は
常
に
経

済
合
理
的
に
行
動
す
る
こ
と
が
想
定
さ

れ
る
た
め
で
す
。

適
正
な
利
息
よ
り
も
低
率
ま
た
は
無

利
息
で
あ
る
場
合
に
は
、
会
社
に
お
い

て
は
、
適
正
な
利
息
収
入
が
あ
っ
た
と

み
な
さ
れ
る
一
方
、
役
員
側
で
は
差
額

図表1　役員と会社との金銭貸借
① 会社が役員から借入を行なう場合

② 会社が役員へ貸付を行なう場合

役員
金銭の借入

無利息ないし
適正な利息の支払い

会社

役員
金銭の貸付

適正な利息の受取り

会社
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損
金
算
入
が
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
に
な

り
ま
す
（
法
人
税
法
施
行
令
70
条
1

項
）。

　⑵�

　
無
利
息
で
あ
っ
て
も
課
税
さ
れ
な

い
場
合

無
利
息
や
低
率
で
あ
る
場
合
、
債
務

者
で
あ
る
役
員
個
人
に
つ
い
て
所
得
税

が
課
さ
れ
る
の
が
原
則
で
す
が
、
次
の

場
合
に
は
課
税
が
免
除
さ
れ
ま
す
（
所

得
税
基
本
通
達
36
－
28
⑴
、
⑶
）。

①�　

災
害
や
病
気
な
ど
で
臨
時
的
に
多

額
の
生
活
資
金
が
必
要
と
な
り
、
合

理
的
と
認
め
ら
れ
る
金
額
や
返
済
期

間
で
貸
し
付
け
る
場
合

②�　

差
額
分
の
利
息
の
金
額
が
年
5
０

０
０
円
以
下
で
あ
る
場
合

ま
た
、
法
人
税
の
取
扱
い
に
お
い
て

も
、
適
正
利
息
よ
り
も
低
率
ま
た
は
無

利
息
で
あ
る
場
合
の
差
額
に
つ
い
て
、

所
得
税
が
課
さ
れ
ず
、
給
与
と
し
て
経

理
し
な
か
っ
た
も
の
は
、
給
与
と
し
て

処
理
し
な
く
て
も
よ
い
と
さ
れ
て
い
ま

す
（
法
人
税
法
基
本
通
達
９
－
２
－

10
）。

⑶
　
税
務
署
の
見
方

役
員
へ
の
貸
付
金
が
返
済
さ
れ
ず
、

長
期
間
放
置
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、

そ
の
役
員
に
対
す
る
給
与
と
み
な
さ
れ

て
課
税
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
金

年
の
前
年
の
12
月
（
11
月
）
15
日
（
30

日
）
ま
で
に
財
務
大
臣
が
告
示
す
る
割

合
に
年
１
％
（
０
・
５
％
）
を
加
え
て

算
出
さ
れ
ま
す
（
租
税
特
別
措
置
法
93

条
2
項
）（
図
表
３
）。

他
方
、
適
正
利
息
と
の
差
額
が
役
員

給
与
と
さ
れ
る
場
合
に
は
、
会
社
側
で

は
、
そ
の
利
息
額
が
毎
月
お
お
む
ね
同

額
で
あ
る
場
合
に
は
、
定
期
同
額
給
与

と
し
て
損
金
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
（
法
人
税
基
本
通
達
９
－
２
－
９

⑺
、
９
－
２
－
11
）。
し
か
し
、
こ
の

場
合
で
も
、
本
来
の
報
酬
と
合
わ
せ
て

不
相
当
な
金
額
と
さ
れ
る
場
合
に
は
、

に
つ
い
て
給
与
と
し
て
課
税
さ
れ
る
の

が
原
則
で
す
（
所
得
税
法
36
条
、
所
得

税
基
本
通
達
36
－
15
⑶
）。

こ
の
場
合
の
適
正
な
利
息
に
つ
い
て

は
、
図
表
２
の
よ
う
に
定
め
ら
れ
て
い

ま
す
（
所
得
税
基
本
通
達
36
－
28
⑵
、

36
－
49
）。

こ
こ
で
、
特
例
基
準
割
合
と
は
、
各

年
の
前
々
年
の
10
月
（
９
月
）（
カ
ッ

コ
内
は
令
和
３
年
１
月
１
日
以
後
か
ら

適
用
。
以
下
同
じ
）
か
ら
前
年
９
月

（
8
月
）
ま
で
の
各
月
に
お
け
る
銀
行

の
新
規
短
期
貸
出
約
定
平
均
金
利
の
合

計
を
12
で
除
し
て
得
た
割
合
と
し
て
各

銭
消
費
貸
借
契
約
書
を
作
成
し
て
、
金

利
や
返
済
期
限
、
返
済
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

な
ど
を
明
確
に
し
て
お
く
こ
と
が
望
ま

れ
ま
す
。

ま
た
、
取
締
役
会
や
株
主
総
会
な
ど

然
る
べ
き
機
関
決
定
を
受
け
た
う
え
で

の
貸
付
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
た
め

に
、
議
事
録
を
残
し
て
お
く
べ
き
で
し

ょ
う
。

⑷
　
相
続
税
上
の
問
題
点

会
社
か
ら
借
り
入
れ
た
ま
ま
、
役
員

の
相
続
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
役
員

の
相
続
税
の
計
算
上
、
当
該
借
入
は
債

務
と
し
て
相
続
財
産
か
ら
控
除
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

し
か
し
、
前
述
の
よ
う
に
、
金
銭
消

費
貸
借
契
約
の
実
態
が
不
明
確
で
あ
る

場
合
に
は
、
債
務
控
除
が
認
め
ら
れ
な

い
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
た
め
注
意
が
必

要
で
す
。

⑸
　
金
融
機
関
の
見
方

役
員
へ
の
貸
付
金
は
会
社
に
と
っ
て

資
産
で
す
が
、
金
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。
税
理
士
、
公
認
会
計
士
、
C
F
P
。
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編
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テ
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ど
に
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事
。
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0
1
7
年
1
月
よ
り
現
職
。

図表2　役員貸付の適正利率
貸付資金の調達方法 適正とされる利率

当該金銭が他から借り入れて貸し付
けたものであることが明らかな場合

その借入金の利率

その他の場合 貸付を行なった日の属する年の租税
特別措置法93条2項《利子税の割合
の特例》に規定する特例基準割合に
よる利率

会社における借入金の平均調達金利
など合理的と認められる貸付利率

図表3　特例基準割合の推移
期　　間 割　　合

平成28年1月1日から平成28年12月31日 1.8%

平成29年1月1日から平成29年12月31日 1.7%

平成30年1月1日から平成30年12月31日 1.6%

平成31年1月1日から令和元年12月31日 1.6%

令和2年1月1日から令和2年12月31日

（注）令和3年1月1日以後、特例基準割合の引き下げが予定されている

1.6%




